
11 地域活性化起業人 URL
HP・事例等
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/
bunken_kaikaku/02gyosei08_03100070.html

事業実施主体（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望調査時期 R7年度当初予算 問合せ先

市町村 ソフト 特別交付税
措置

総務省地域力創造グループ
地域自立応援課
03-5253-5392

１．地域づくりの取組全般に関する施策（地域づくりに取り組む人材の確保及び組織・体制の構築）
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https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/bunken_kaikaku/02gyosei08_03100070.html
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/bunken_kaikaku/02gyosei08_03100070.html


12 地域おこし協力隊 URL
HP https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-

gyousei/02gyosei08_03000066.html
事例等 https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-

gyousei/02gyosei08_04000242.html
事業実施主体（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望調査時期 R7年度当初予算 問合せ先

都道府県・市町村 ソフト 特別交付税
措置 248

総務省地域力創造グループ
地域自立応援課
03-5253-5391

１．地域づくりの取組全般に関する施策（地域づくりに取り組む人材の確保及び組織・体制の構築）

（百万円）

HP 事例等
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13 地域運営組織（RMO） URL https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/chiiki_unneisosiki.html

事業実施主体（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望調査時期 R７年度当初予算 問合せ先

都道府県・市町村 ソフト
普通交付税
措置・特別
交付税措置

31
総務省地域力創造グループ
地域振興室
03-5253-5534

１．地域づくりの取組全般に関する施策(地域づくりに取り組む人材の確保及び組織・体制の構築)

（百万円）
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14 集落支援員 URL https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-
gyousei/bunken_kaikaku/02gyosei08_03000070.html

事業実施主体（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望調査時期 R７年度当初予算 問合せ先

都道府県・市町村 ソフト
総務省地域力創造グループ
過疎対策室
03-5253-5536

１．地域づくりの取組全般に関する施策(地域づくりに取り組む人材の確保及び組織・体制の構築)

（百万円）

「集落点検」の結果を活用し、住民と住民、住民と
市町村との間で集落の現状、課題、あるべき姿等
についての話し合いを促進

■ 集落点検の実施 ■ 集落のあり方についての話し合い促進
□集落の維持・活性化に向けた取組や取組主体となる
地域運営組織などのサポート

①デマンド交通システムなど地域交通の確保
②都市から地方への移住・交流の推進、
③特産品を生かした地域おこし、
④高齢者見守りサービスの実施、
⑤伝統文化継承、
⑥集落の自主的活動への支援 等

集落支援員の活動イメージ

市町村職員と協力し、
住民とともに集落点検
を実施

専 任 2,214人
兼 任 2,922人
（自治会長などとの兼務）

専任の「集落支援員」の属性
 約５割が50代以下
 約５割が元会社員・元公務員・元教員
 約９割がそれまで暮らしていた自治体で活動

集落支援員を設置した地方自治体に対して特別交付税措置を講じる。
対象経費 ① 集落支援員の設置

② 集落点検の実施
③ 集落における話し合いの実施
④ 地域の実情に応じた集落の維持・活性化対策

に要する経費
措 置 額 集落支援員１人あたりの上限額

専 任※ 500万円
兼 任 40万円

※ 国勢調査における人口集中地区は措置の対象外

※兼任であって、集落支援員としての活動に従事する
時間が週当たり15時間30分以上の場合を含む。

過疎地域等の集落の維持・活性化のため、地域の実情に詳しく、集落対策の推進に関してノウハウを有する人材が、集落の巡回・
状況把握、住民同士の話し合いの促進、これらを通じ必要とされた具体的な取組やその取組主体となる地域運営組織などのサポー
トを行う。

特別交付税措置 配置状況(R5年度)
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必須業務

https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c
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15 社会教育主事、社会教育士 URL HP/事例等
https://www.mext.go.jp/a_menu/01_l/08052911/mext_00667.html

事業実施主体（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望調査時期 R7年度当初予算 問合せ先

都道府県・市町村 ソフト 文部科学省 地域学習推進課
03-5253-4111（内線2977）

１．地域づくりの取組全般に関する施策(地域づくりに取り組む人材の確保及び組織・体制の構築)

（百万円）

○ 「社会教育士」は、令和２年度より始まった制度で、教育委員会事務局に配置される
「社会教育主事」になるための講習や養成課程を修了した者に与えられる「称号」です。

○ 講習や養成課程で習得したコーディネート能力、ファシリテーション能力、プレゼンテー
ション能力等を活かし、「各分野の専門性を様々な場に活かす学びのオーガナイザー」とし
て、教育委員会のみならず、環境、農山漁村振興、まちづくり等の社会の多様な分野にお
ける学習活動の支援を通じて、行政や企業、NPO、学校等の様々な場で、人づくりやつ
ながりづくり、地域づくりに中核的な役割を果たすことが期待されています。＜具体的な職務の例＞

① 教育委員会事務局が主催する社会教育事業の企画・立案・実施
② 管内の社会教育施設が主催する事業に対する指導・助言
③ 社会教育関係団体の活動に対する助言・指導
④ 管内の社会教育行政職員等に対する研修事業の企画・実施

社会教育農業・地域づくり （島根県安来市）

農村RMO(※) の役割・業務

社会教育（士等）の視点

〇 複数の集落の機能を補完して、農用
地保全活動や農業を核とした経済活
動と併せて、生活支援等地域コミュニ
ティの維持に資する取組を行う

〇 地域ビジョンの作成に向けて、地域の主
要産業である農業活性化についてのアン
ケートを全世帯で実施

〇 住民が中心となって話し合いを進めるにあ
たって、県からの派遣社会教育主事がオ
ブザーバーとなり、公民館と連携して、世
代別・全世代のワークショップなどをコー
ディネート

具体の取組・活動

〇 主要産業である農業に加え、地域全
体の活性化を図るためには、農業関
係者だけでなく、地域住民全体を巻
き込んでいく必要がある

〇 地域運営組織にも農業関係者だけ
でなく、幅広い人材が必要

〇 そのため地域住民の話し合いの場を
創出することが効果的

〇 話し合いを通じて、地域全体にビジョン
が浸透。新しい人のつながりと新たな
人材発掘・育成に
つながり、農村RMO
にも幅広い人材が
参画

（※農村型地域運営組織）

○社会教育主事は、社会教育法に基づき都道府県・市町村の教育
委員会に置くこととされている専門的職員であり、「地域全体の学び
のオーガナイザー」として、学校教育（行政）をはじめ、首長部局が
担う環境、農山漁村振興、まちづくり等と社会教育（行政）をつな
ぐこと等により、社会教育行政及び実践の取組全体を牽引し、地域
全体の社会教育振興の中核を担うことが期待されています。

-26-
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16 地方創生カレッジ URL https://chihousousei-college.jp/

事業実施主体（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望調査時期 R７年度当初予算 問合せ先

自治体職員・
民間事業者・学生等 ソフト １～２月頃 140 内閣府 地方創生室

03-6257-1412

１．地域づくりの取組全般に関する施策(地域づくりに取り組む人材の確保及び組織・体制の構築)

（百万円）

⃞ デジタルを含む地方創生に真に必要かつ実践的知識をeラーニングの形でオンラインのデジタルプラットフォームを通じて幅広く提供す
るほか、地域課題に対応した実地講座を実施。

-27-

https://chihousousei-college.jp/

	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6
	スライド番号 7
	スライド番号 8
	スライド番号 9
	スライド番号 10
	スライド番号 11
	スライド番号 18
	スライド番号 20
	スライド番号 26
	スライド番号 33
	スライド番号 36
	スライド番号 37
	スライド番号 39
	スライド番号 40
	スライド番号 42
	スライド番号 48
	スライド番号 59
	スライド番号 64
	スライド番号 73
	スライド番号 86
	スライド番号 87
	スライド番号 96
	スライド番号 97
	スライド番号 107
	スライド番号 109
	スライド番号 118
	スライド番号 121
	スライド番号 126



